






条 4 号、地方自治法255条の 2 第 2 項）。一方、都道府県知事がその権限を委
任することなく当該処分を行った場合には、その法定受託事務の所管大臣















（ 1）　行政不服審査法 9条は、「審査請求をすべき行政庁」（ 4条）よりも「審査庁」




































































































































































































































































































































































































































り（同法 4 条 1 号）、また、地自法255条の 2 第 2 項に基づく国交大臣への
再審査請求の途も認められているのであるから、処分時標準説が審査請求
制度の実効的な救済機能に何らかの支障をもたらすとは解されない。むし
240　　早法 95 巻 3 号（2020）
ろ、地方自治の観点および公水法における適正な公益判断の観点からすれ
ば、本件撤回処分に係る審査請求については、国交大臣が審査庁になるよ
りも、県知事が審査庁として処分の適否に関する審査を担当することの方
が妥当だといえる。
4 　結び
　以上の比較検討および考察を要約し、結論を述べる。
　都道府県知事からの委任に基づいて副知事が法定受託事務に係る処分を
行い、その処分の名宛人が当該委任の終了後で審査請求期間内に審査請求
を申し立てる場合における審査庁については、処分時点の法律関係に基づ
いて知事が審査庁になるという見解（処分時標準説）と審査請求の申立て
時点の法律関係に基づいて所管大臣が審査庁になるという見解（審査請求
時標準説）とが考えられる。民事訴訟や処分取消訴訟の場合には、被告
（ないし処分行政庁）の応訴の便宜と訴訟上の攻撃防御の対等化という訴訟
制度上の要請に基づいて、提訴時点を標準として管轄裁判所が決められ
る。それゆえ、訴訟の場合には提訴時標準説が採用されている。これに対
して、審査請求の場合には、その申立ての時点において処分行政庁を基準
点として管轄審査庁を決めるべき制度上の要請は存在しないので、審査請
求時標準説は成り立たない。そして、審査請求の制度上の要請として決定
的な重要性をもつと解されるのは処分時点の法律関係に基づく処分の適否
判断の要請であるので、処分時標準説を採用することが適切である。
　以上の理由から、上記審査請求の場合における審査庁は都道府県知事と
なる。
〔付記〕本稿は、首藤重幸教授の早大ご退職を記念して同教授に捧げられる
ものである。献呈用の論文として、同教授の初期の研究業績である「行政法
における信義則の展開の一性格」（早大法研論集16号・1977年、小野梓記念
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賞受賞）、「税法における信義則」北野弘久編『税法の基本原理（判例研究日
本税法体系 1）』（学陽書房、1978年）、「ワイマール行政法学の一断面─信
義則の展開を素材として─」（福井大学教育学部紀要Ⅲ・社会科学32号・
1983年）に即した論考を準備していたが、果たせなかった。同教授にお詫び
を申し上げるとともに、後の機会における履行をお約束することでお許しを
乞う次第である。
　首藤教授には、上記諸論文を公刊された当時からさまざまなご指導・ご助
言をいただいてきた。私が学部 4年であった頃（1979年）、「研究」という進
路相談への対応として、当時まだ大学院生であった同教授から雑司ヶ谷の居
宅に招いていただいたことがあったが、その際、蔵書で壁も床も埋め尽くさ
れている研究生活の様子を目の当たりにして、「研究」に対する心がけを感
得したことを、今でもはっきりと覚えている。これまでに賜った学恩につい
て、この機会に心からの感謝を申し上げたい（なお、本稿は、2019年 7 月に
沖縄県宛に提出された鑑定意見書を補訂して作成したものである。本稿提出
後に審査請求時標準説を採る福岡高那覇支判2019（令和元）・10・23裁判所
HPに接したが、その検討は後日改めて行うことにしたい）。
